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令和２年度 事業報告 
 

理事会・監査・評議員会等の実施状況 
１．変更登記等 

令和２年６月１日 

変更登記 
主たる事務所移転 

令和 2年 6月 29 日 

変更登記 

資産の総額の変更 

   資産総額 ３４，８６８，３８０円（令和２年３月３１日変更） 

 

２．理事会の開催 

年月日 開催場所 主要議題 

令和２年 

６月１１日（木） 

午後 2時開会 

交流ひろば 

すさき２Ｆ 

中会議室 

第１回理事会 （理事１０人中 １０人出席、監事２人中 １人出席） 

第１号議案 令和元年度事業報告について 

第２号議案 令和元年度法人会計収支決算について 

         同 監査報告について 

第３号議案 令和２年度定時評議員会の開催について 

報告事項  会長、常務理事の職務執行状況報告について 

その他について 

令和２年 

９月２５日（金） 

午前 10時開会 

交流ひろば 

すさき２Ｆ 

小中会議室 

第２回理事会 （理事１０人中 ８人出席、監事２人中 １人出席） 

第４号議案 須崎市社会福祉協議会事務局規程の一部改正について 

報告事項  ①会長、常務理事の職務執行状況報告について 

        ②訪問介護事業所決算状況について（4月～8月） 

その他について 

令和２年 

１２月８日（火） 

午前 10時開会 

交流ひろば 

すさき１Ｆ 

大会議室 

第３回理事会 （理事１０人中 ９人出席、監事２人中 １人出席） 

第５号議案 令和２年度須崎市社会福祉協議会補正予算（第 1号）について 

第６号議案 令和２年度第２回評議員会の開催について 

報告事項  ①令和２年度職員の期末手当について 

②訪問介護事業所決算状況について（４月～８月） 

        ③会長、常務理事の職務執行状況について 

その他について 

令和２年 

１２月１８日付 
書面決議 

第４回理事会（理事１０人中 １０人同意、監事２人中 ２人同意） 

第６号議案  令和２年度第２回評議員会の開催について（再） 

※新型コロナ感染症拡大防止の為、第２回評議員会開催を書面決議とする 

ことについての決議 

令和３年 

３月３日（水） 

午後 2時開会 

交流ひろば 

すさき１Ｆ 

大会議室 

第５回理事会（理事１０人中 ９人出席、監事２人中 ２人出席） 

第 ７号議案 令和３年度事業計画及び法人会計収支予算について 

第 ８号議案 須崎市社会福祉協議会職員就業規程等の一部改正について 

        ①職員就業規程 

        ②職員賃金規程 

        ③臨時職員等就業規程 

        ④パートへルパー就業規程 

        ⑤継続雇用規程 

        ⑥育児休業規程 

        ⑦介護休業規程 

        ⑧マイカー通勤管理規程 

        ⑨マイカー業務使用規程 

        ⑩出張旅費規程 

第 ９号議案 会員及び会費に関する規程の一部改正について 

第１０号議案 役員等の報酬及び費用弁償に関する規程の一部改正について 

第１１号議案 指定訪問介護事業所運営基金規程の制定について 

第１２号議案 令和２年度第３回評議員会の開催について 

報告事項   会長、常務理事の職務執行状況について 
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３．監査の実施 

年月日 開催場所 監査内容 

令和２年 

６月３日（水） 

午後 1時 30分から 

須崎市社会福祉協議会 

会長室 

令和元年度事業報告及び法人会計決算について監査 

    監事 西村貴尚、正木直夫 

 

４．評議員会の開催 

年月日 開催場所 主要議題 

令和２年 

６月２９日（月） 

午後 2時開会 

交流ひろば 

すさき１Ｆ 

大会議室 

定時評議員会 （評議員１５人中 １１人出席） 

第１号議案 令和元年度事業報告について 

第２号議案 令和元年度法人会計収支決算について 

監査報告について 

その他について 

令和２年 

１２月２５日付 
書面決議 

第２回評議員会 （評議員１５人中 １５人同意） 

第３号議案 令和２年度法人会計補正予算（第１号）について 

令和３年 

３月２４日（水） 

午後 2時開会 

交流ひろば 

すさき１Ｆ 

大会議室 

第３回評議員会 （評議員 １５人中 １２人出席） 

第４号議案 令和３年度事業計画及び法人会計収支予算について 

第５号議案 会員及び会費に関する規程の一部改正について 

第６号議案 役員等の報酬及び費用弁償に関する規程の一部改正 

について 

その他について 

 

５．正副会長会の開催 

年月日 開催場所 主要議題 

令和２年 

６月８日(月) 

午前１０時から 

須崎市 

社会福祉協議会会長室 

第 1回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

      森本事務局長 

協議題：①事務所の移転について ②第１回理事会について 

令和２年 

８月３１日（月） 

午前１１時から 

須崎市 

社会福祉協議会会長室 

第２回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

        森本事務局長 

  協議題：①働き方改革について（臨時職員等の処遇改善） 

 ②試用期間中職員について 

令和２年 

９月１７日（木） 

午後４時から 

須崎市社会福祉協議会 

会長室 

第３回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

        森本事務局長 

  協議題：①第 2回理事会について ②その他報告事項について 

令和２年 

１１月１３日（金） 

午後１時３０分 

から 

須崎市社会福祉協議会 

会長室 

第４回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

        森本事務局長 

  協議題：①新規雇用者への対応等について 

 ②令和 2年度人事院勧告について 

 ③第 3回理事会について 

令和２年 

１２月８日（火） 

午前９時から 

須崎市社会福祉協議会 

会長室 

第５回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

        森本事務局長 

協議題：①第 3回理事会について 

②令和 2年度職員採用試験について 

③職員の処遇について 

④臨時職員等の処遇改善の概要について 

令和３年 

３月１日（月） 

午前１０時から 

須崎市社会福祉協議会 

会長室 

第６回正副会長会 

出席者：高橋会長、大石副会長、小野副会長、中谷常務理事、 

        森本事務局長 

  協議題：①職員の募集について ②第 5回理事会について 
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社会福祉協議会組織の充実強化 

【目 標】 

社会的責任をもつ社会福祉法人としての適切な運営組織体制のもと、職員が安心し安定して 

働ける環境づくりに努め、人が、人にサービスを提供する対人援助を事業展開の基本とした職場と 

して、「住民から信頼される開かれた組織づくり」を目指します。 

 

【重点目標】 

Ⅰ．適切な財務管理 

  

Ⅱ．労務管理の充実と業務の効率化・経費削減 

 

Ⅲ．財務諸表や事業内容の情報公開 

 

Ⅳ．職員間の情報共有とスキルアップの場づくり 

 

【目標・重点目標】に対する現状と課題 

事務局規程を見直し、ガバナンス機能の強化に努めた。また、各法の改正に対応するため 

に、就業規程等の改正、臨時職員等の処遇改善を行った。また、人材確保及び各事務事業の 

円滑な執行のために、有資格者の採用試験を実施した。 

 社協ホームページで定期的に情報を公開・更新しているが、設営が古いことや情報量が少な 

いことなど、充実しているとは言えないため見直す必要がある。 

 職員間の情報共有については、グループウエア（サイボウズ）の活用や所属長による月 1回の 

定例会を実施しているが、更に所属を超えた情報共有・社会資源開発の協議の場を設定するこ 

とが必要である。 

 

１．法人運営体制の充実・強化 

社会保険労務士・税理士の指導のもと、組織の統制機能強化のため就業規程等を改正整 

備し、職員の労務管理の充実を図るとともに、事業経営や正確な経理事務等のチェック機能の 

強化を図り、適正な法人運営に努めた。 

 

２．役員会（理事・監事）、評議員会機能の充実 

（１）理事会組織の充実 

理事の経験や実績、専門性を発揮してもらえる理事会運営を基本に、法人運営の執行機関 

として理事の役割認識を深め、社協運営に参画する意識の向上を図った。 

 

（２）評議員組織の充実 

社協が地域の総意をもって地域福祉を推進するために、住民組織や地区社協、福祉に関す 

る活動を行う団体等から適切な基準により選任された構成員による、評議員会の組織化を図っ 

た。法人にとって重要な事項を決定する議決機関としての性格を明確にし、組織の活性化を目

指した。 

 

（３）監査機能の充実 

会計の執行状況だけではなく、事業の適正さや費用対効果などについても助言や指摘をして 

いただき、社協経営に活かせる監査機能づくりに努めた。 

 

３．定期的な職員会等の開催 

定期的な職員会等を開催することによる、職員意識と情報を共有する仕組みづくりや、地域 

住民の生活課題やニーズに立脚した事業がチームとして迅速に対応できる体制づくりに努めた。 



4 

 

４．業務改善計画の策定 

住民のための地域福祉を推進し、住民に信頼され持続可能な組織であるためには、適正な 

法人運営と組織の基盤強化、人材育成は必要不可欠であることから、令和３年２月に「須崎 

市社会福祉協議会業務改善計画」を策定。既存事務事業の見直しや評価を主眼とし、計画 

策定のプロセスに職員一人ひとりが参画し、計画の実行作業や取組等を通じて、職員の意識 

改革、人材育成、組織力強化を図りながら地域における本会の役割を果たせる体制の構築を 

目指した。この計画を毎年見直し作業を行うこととし、併せて組織力の向上、職員の資質向上 

のためにも、職員自らが業務執行目標を掲げ、定期的に計画等の進捗状況の管理を行うこと 

とした。 

 

 ５．人材の確保（職員採用試験の実施） 

途中退職等により欠員となった正規職員の確保及び各事務事業の円滑な執行のために、有

資格者を対象に職員採用試験（作文試験、面接試験）を３回実施した。 

 第１回 第２回 第３回 

実施日時 
令和２年１２月１３日（日） 

午前１０時から 

令和３年２月２１日（日） 

午後１時３０分から 

令和３年３月２０日（土） 

午後１時３０分から 

実施場所 交流ひろばすさき 交流ひろばすさき 交流ひろばすさき 

募集人員 １人 １人 ３人 

応募者数 ４人 ３人 ３人 

結   果 不採用 不採用 
合格者 3人 

３人採用 

   

６．社協会員制度の推進 

   社会福祉協議会の趣旨に賛同する住民組織、社会福祉施設及び団体等の「団体会員」、 

地域福祉活動へ関心を持つ個人及びボランティア等の「賛助（特別）会員」の加入増強を図ると 

ともに、地域住民へ社協事業の周知・理解を図った。 

 

   ◆会員数と会費の実績 

 

種別（会費額） 

元年度 ２年度 

件数（件） 会費（円） 件数（件） 会費（円） 

団体会員（5,000円） ３０ １５０，０００ ２０ １００，０００ 

特別会員（5,000円） ３ １５，０００ ９ ４５，０００ 

賛助会員（1,000円） １２６ １２６，０００ １４１ １４１，０００ 

一般会員 （500円） １７ ８，５００ ２ １，０００ 

計 １７６ ２９９，５００ １７２ ２８７，０００ 

 

７．共同募金・歳末たすけあい運動の推進 

毎年１０月１日から展開される、国民助け合い「赤い羽根」共同募金運動及び歳末たすけあ 

い運動の高知県共同募金会須崎市支会事務局として積極的な募金活動を展開した。 

前年度募金実績による配分については、配分委員会を開催し、適正、公平に配分した。 

 

（１）令和２年度共同募金実績 

 

 戸別募金 大口・法人募金 職域募金 その他 計 

元年度 ２，２２４，５５４円 １，１７０，３６２円 ５６，９８８円 ０円 ３，４５１，９０４円 

２年度 ２，２４１，４５０円 １，１４４，２００円 ４９，５６８円 １２円 ３，４３５，２３０円 
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（２）歳末たすけあい運動（お年玉募金） 

 

元年度 ４８，９９１円 

２年度 ４１，０６７円 

             

（３）平成元年度募金実績による令和２年度事業配分  

配分先 
配分額（円） 

元年度 ２年度 

民生委員・児童委員協議会 ５８２，０００ ５８２，０００ 

社会福祉協議会 １，２４３，９６４ ８７８，５１７ 

子ども会連合会 ４８，０００ ４８，０００ 

老人クラブ連合会 ７７，０００ ２９７，０００ 

青少年育成市民会議 ４８，０００ ４８，０００ 

身体障害者連合会 ６７，０００ ６７，０００ 

手をつなぐ育成会 ５８，０００ ８０，０００ 

朗読研究会 ３８，０００ ３８，０００ 

精神衛生家族会 ２９，０００ ２９，０００ 

かわうそ手話サークル ３８，０００ ３８，０００ 

ボランティア連絡協議会 １５５，０００ １５５，０００ 

社明運動 １９，０００ １９，０００ 

すさきスポーツクラブ ５８，０００ ０ 

招き猫の会 ２９，０００ ２９，０００ 

合 計 ２，４８９，９６４ ２，３０８，５１７ 

 

８．定期的な専門相談の実施 

無料弁護士相談（共募配分）                   

    毎月第３木曜日  １３：００～１６：１０ 法テラス須崎法律事務所・ひまわり法律事務所 

 元年度 ２年度 

受付件数 ５５件 ４７件 

相談件数 ３３件 ４２件 

 

９．広報啓発活動の充実 

（１）広報誌の発行（共同募金配分）                                 

広報誌「社協だより」を年４回発行（４月・７月・１０月・１月）。社協活動の啓発推進に 

努めた。 

 

（２）社協ホームページの運営 

社協の基本情報や活動のＰＲ、事業計画、事業報告及び財務諸表などを常に最新情 

報として発信。 

 

１０．須崎市社会福祉大会の開催（市補助事業） 

第３７回須崎市社会福祉大会 

開催日 ： 令和３年３月３０日（火） １４：００～１５：００ 

場  所 ： 交流ひろばすさき 1Ｆ 大会議室 

○社会福祉功労者等の表彰 

大会長表彰  ３人（民生委員・児童委員 1人、施設職員２人） 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催規模を縮小し表彰式典のみで実施。 
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１１．福祉用具・マイクロバス貸出事業 

介護保険、支援費制度の対象外の高齢者や障害者に対し車椅子等の福祉用具を貸出 

し、日常生活活動の軽減、社会参加活動拡大のために実施した。また、市内各種福祉団体 

等の活動目的推進のためにマイクロバスの貸出を実施した。 

   ※マイクロバス貸出については、コロナ禍のため貸出減少。 

 

（１）車椅子貸与 

 

   

 

 

（２）マイクロバス 

    

 

  

 

 

１２．高額療養費貸付事業（市受託事業） 

   国保被保険者で、高額療養費支給の対象となる一部負担金の支払いが一時的に困難 

なものに、その費用の全部または一部を貸付けることにより、被保険者の福祉の推進と生活 

の安定に資することを目的とし実施した。 

 

 

 

１３．福祉関係諸団体との連絡調整 

団体事務と連携 

    下記の団体の事務局を持ち、関係諸団体との連絡調整に努めた。 

   〇須崎市民生委員・児童委員協議会 〇須崎市身体障害者連合会 

   〇須崎市手をつなぐ育成会        〇須崎市ボランティア連絡協議会 

〇須崎市老人クラブ連合会 

〇地区社会福祉協議会 

   （上分地区・須崎地区・多ノ郷地区・吾桑地区・南地区・浦ノ内地区） 

      ※浦ノ内地区社協については、浦ノ内地区地域自主組織が事務局。 

 

 

 

 

 

 

 

 元年度 ２年度 

貸出件数（件） ６２ ６１ 

 元年度 ２年度 

貸出件数（件） ４２ ４ 

利用述べ人数（人） ８７１ ６２ 

 元年度 ２年度 

貸付件数（件） ３１ １３ 

貸付金額(円) ３，２４７，３５９ ２，５８２，６０１ 
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地域福祉活動の推進 

【目 標】 

深刻で多様な地域課題に向き合い、地域を基盤とした民生委員・児童委員、ボランティア、専門 

機関等との幅広い協働と連携の場づくりや解決・予防に繋がる支援やその仕組みづくりを行い「誰も 

が安心して暮らすことができる地域に根差した福祉のまちづくり」を目指します。 

 

【重点目標】 

Ⅰ．住民主体の地域福祉活動の推進強化 

 

Ⅱ．ボランティア人材の育成とボランティア活動の強化 

 

【目標・重点目標】に対する現状と課題 

今年度は、コロナ禍のため地域福祉活動の自粛や会議の延長、事業規模の縮小等が相次 

ぎ、地域活動においてもさまざまな影響が生じ、限られた活動範囲の中での事業展開となり、十分 

な支援活動が出来なかった。 

ボランティア活動の支援についても、社協の持つボランティアセンター機能が生かされておらずそ 

の機能の見直しや運営体制の整備が課題である。 

新型コロナウイルスの感染リスクを避けた新しい生活様式により、これまでにない地域生活課題 

に対応できる活動内容や分野を超えた支援体制の検討が必要となってきた。 

 

１．地域福祉活動計画の策定と地域福祉計画への参画 

  （１）地域福祉活動計画（地域アクションプラン）の見直し 

     第 3期地域福祉計画とともに策定された地域福祉活動計画を具体的活動につなげていく 

    ための地域座談会を予定していたが、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため中止となっ 

た。 

 

     ◆座談会の開催 

地区 開催日 参加数 地区 開催日 参加数 

上 分 ※ ― 南 ※ ― 

須 崎 ※ ― 吾 桑 ※ ― 

新荘・安和 ※ ― 浦ノ内 ※ ― 

多ノ郷 ２月２２日 １５人    

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のために中止。 

 

（２）地区社協活動の充実強化支援（市補助事業）      

住民の日常的な生活圏である公民館単位において、民生委員・児童委員、福祉委員、ボ

ランティアや地域の各種団体・組織等との連携を図り、地域における福祉ニーズの把握、福祉

課題を明確にし、その課題の適切な解決を図るとともに、日常生活支援、在宅福祉サービス

相談、声かけ、見守り体制の確立に努めた。 

 

◆総会の開催 

地区 開催日 参加数 地区 開催日 参加数 

上 分 ２年６月６日 １３人 南 ※ 書面決議 

須 崎 ２年７月２０日 ２０人 吾 桑 ２年６月２６日 １９人 

多ノ郷 ２年７月７日 ２１人 浦ノ内 ※ 書面決議 

※新型コロナウイルス感染症拡大防止のために中止。 
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◆小地域活動支援助成金 

 

 

 

 

（３）社会福祉施設及び他関係諸団体との連携 

須崎福祉会、須崎事業福祉協会等福祉施設との連携を密にし、施設サービスの推進に 

努めた。 

 

２．ボランティア育成事業の推進（市補助事業）        

市内で活躍するボランティア団体・個人に対しての情報提供や活動の支援、ボランティア活 

動に関する相談及び各種研修会の案内等、ボランティア活動の総合窓口としてボランティアセ 

ンターを設置してはいるが、その機能及び体制が整っていないために、十分な事業推進ができ 

なかった。 

 

３．災害ボランティアセンター運営体制の強化（市補助事業） 

風水害、地震津波発生後に災害ボランティアセンターが迅速に開設、円滑な運営ができる

よう、須崎市災害ボランティアセンター設置マニュアルの早急な見直しが急がれるが、見直しに

至らなかった。また、日頃から関係各機関との情報共有及び連携を図り、災害ボランティアセン

ターの実践的な活動を推進するための模擬訓練や研修の開催を目指したが、実施には至らな

かった。 

 

４．福祉教育の充実 

（１）福祉活動推進校指定事業（市補助事業）     

小中学校の児童生徒に福祉活動を通じて、思いやりの心、ともに感じる心、みんなで助け合

う心を育むと共に児童生徒を通じて家庭及び地域社会に対しても啓発を図ることを目的として市

内１3校を指定し福祉教育の推進を図った。【各校５０，０００円助成】 

    

   （２）福祉体験学習（高齢者疑似体験・車椅子体験など） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）実習生の受入 

      

      

      

 

 

 

 

 

 

 

助成額 助成地区 

各５０，０００円 新荘・安和、上分、吾桑、浦ノ内、南、多ノ郷、須崎 

実施日 学校名・学年 参加人数 

２年度 

６月１２日 南中学校 ３年 ６人 

１０月５日・６日 吾桑小学校 ４年 １２人 

１０月２３日 新荘小学校 ３年・４年 ６人・８人 

１０月２９日 須崎小学校 ４年 ３２人 

１２月２日 浦ノ内中学校 １年 １３人 

３月２日 安和小学校 ３年・４年 ４人・６人 

学校名 実施日（参加人数） 

高知開成専門学校 看護学科 
（６/５ ３人）（６/１２ ２人）（６/１９ ３人） 

（７/３ ３人）（７/１７ ２人）（７/３１ ３人） 

高知県立大学 社会福祉学部 
令和２年８月１７日から令和２年９月１７日まで 

相談援助実習（社会福祉士） 研修生 1人 
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５．地域介護予防活動支援事業（市受託事業）         

要介護状態となるおそれの高い虚弱な状態にあると認められる６５歳以上の者を対象とし、要 

介護状態等となることを予防することを通じて、一人ひとりの生きがいや自己実現のための取組を 

支援し、活動的で生きがいのある人生を送ることができるよう支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

６．障害者地域支え合い事業（市受託事業） 

在宅の心身障害児（者）が家庭において介護を受けることが出来ず、一時的に介護を必要と 

する場合に登録介護者に介護委託することにより利用者やその保護者の地域生活を支援するこ 

とを目的とする。 

 

                 

 

 

 

 

 

 

７．障害者社会参加促進事業（市受託事業） 

（１）事業名 ： 生活訓練事業「パソコン教室」 

目  的 ： 在宅障害者の日常生活の向上と自立、社会参加を図ることを目的とする。 

 

（２）事業名 ： 障害者社会参加促進事業「スポーツ・レクリェーション開催事業」 

目 的 ： 障害者スポーツの普及とスポーツを通じた交流を深め、障害者自身の健康 

増進を図ることを目的とする。 

 

 

 

 

 

８．

小地域高齢者ふれあいの集いの支援（市補助事業）  

各公民館、集会場を基盤とする小地域において閉じこもりがちな高齢者の孤独解消、仲間 

づくり、健康増進のために開催されているふれあいの集いを支援し、小地域福祉活動の推進 

に努めた。 

 

 

 

期   間 （４月～３月） 

活動場所 勤労者体育館 

月間活動時間 ４時間 

教室対象人員（実人数） ４１人 

教室対象人員（延人数） ４１人 

 元年度 ２年度 

登録者数 ２人 ２人 

登録介護者数 ２人 ２人 

総訪問回数 ３０回 １０回 

総訪問時間数 ８８時間 ５０時間 

支給額 ５２，８００円 ３０，０００円 

第１回 第２回 

開催日 
令和２年１０月１２日～１１月１２日 

の間１５日間 
開催日 

令和３年２月１８日～３月２４日 

の間１５日間 

場  所 高知ペットビジネス専門学校 場   所 高知ペットビジネス専門学校 

参加者数   １７人（前年度 １７人） 参加者数  １５人（前年度１５人） 

第１回 第２回 

開催日 令和２年９月２８日（月） 開催日 令和３年３月１０日（水） 

場 所 
スポーツ＆アミューズメント 

ラウンドワン高知 
場  所 県立障害者スポーツセンター 

参加者数 １２人（前年度 ８人） 参加者数 ７人（前年度 中止） 

地域の集い 実施回数 利用延人数 

令和元年度 ６７か所 ２１６回 ９１２人 

令和２年度 ７１か所 １１４回 ３４３人 



10 

 

９．ふれあい給食サービス事業（市補助事業） 

 

10．身体障害者社会参加事業（市補助事業）         

障害者の方々が、積極的に各種イベントや大会へ参加できるための移動バスの借上や移 

動介助ボランティア等により支援することで障害者の社会参加促進を目的とする事業。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、本年度事業は実施に至らなかった。 

 

１1．あったかふれあいセンター「まちなかサロン」事業（市受託事業）  

市街地に地域福祉の拠点として「まちなかサロン」を設置し、地域住民だれもが気軽に集える 

機能に加え、高齢者の介護予防、訪問・相談・つなぎによる住民参加の見守りネットワーク構築と 

生活支援の仕組みづくりに努めた。本年度は、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、令 

和２年４月・５月の２か月間各サロンを休止し、個々のイベント等の縮小を余儀なくされた。 

 

（１）まちなかサロン「８店会」 

開所日：月～金 10時～15時                                                  

（百歳体操・かみかみ体操・保健師による健康相談・須崎警察署による防犯、防災、交通 

講座、作業療法士による講座・お茶会・演奏会・書道・アロマ教室・買い物支援・避難訓 

練・将棋交流・訪問活動など） 

 

 

 

 

 

 

 

（２）まちなかサロン サテライト「しんまち」 

開所日：火・木・金 10時～15時                                            

（百歳体操・かみかみ体操・市職員による防犯教室・作業療法士による講座・避難訓練 

将棋交流・華道教室・訪問など） 

 

 

 

 

 

 

実施地区 
令和元年度 令和２年度 

回数（回） 人員（人） 助成額（円） 回数（回） 人員（人） 助成額（円） 

多ノ郷 １１ ７９２ ２３７，６００ １２ ８１７ ２４８，４００ 

上 分 １２ ４１４ １２４，２００ １２ ５１９ １５５，７００ 

吾 桑 １２ ３９５ １１８，５００ １２ ４０２ １２０，６００ 

浦ノ内 １１ ７９９ ２３９，７００ １０ ８００ ２４０，０００ 

須崎（東） １１ １，１０１ ３３０，３００ ９ ７５２ ２２５，６００ 

須崎（中） １１ ７６６ ２２９，８００ ９ ６８０ ２０４，０００ 

須崎（西） １１ １，１５３ ３４５，９００ ９ ９６１ ２８８，３００ 

新 荘 １２ ２３７ ７１，１００ １２ ２１４ ６４，２００ 

安 和 １１ ４４ １３，２００ １２ ５７ １７，１００ 

南 １０ ５５０ １６５，０００ １１ ６３７ １８８，５５０ 

計 １１２ ６，２５１ １，８７５，３００ １０８ ５，８３９ １，７５２，４５０ 

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

元年度 
延人数 ２，４２０人 ６６６人 ３５人 ５４人 ３，１７５人 

実人数 ９０人 ６人 １３人 １７人 １２６人 

２年度 
延人数 １，５７２人 １７１人 １７人 １３５人 １，８９５人 

実人数 ５７人 ６人 １１人 １６人 ９０人 

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

元年度 
延人数 １，８２４人 １７人 ３人 ７４人 １，９１８人 

実人員 ７４人 ５人 ３人 ３５人 １１７人 

２年度 
延人数 １，７９８人 ４５人 ２人 ４７人 １，８９２人 

実人員 ６０人 ６人 ２人 １３人 ８１人 
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      ◆認知症カフェ（ささえ愛） 

認知症家族が気軽に利用でき、日頃の悩みなどの相談を聞くことで悩みの解消や 

生活に生きがいを持てるように認知症の方の能力を生かし、役割をもっていただける場 

づくりとして開所。 

 開所日：毎月第２土曜日 13：00～15：00 

 高齢者 障害者 一般 その他 合計 

元年度 人員 ８９人 ６人 １４人 ３人 １１２人 

２年度 人員 ５９人 ６人 ７人 ２人 ７３人 

 

（３）まちなかサロン サテライト「山手町」 

開所日：水曜日 1２時～15時                                           

      （百歳体操・作業療法士による講座・かみかみ体操・アロマ教室・訪問など） 

 高齢者 障害者 子ども 一般 合計 

元年度 
延人数 ６６３人 ５人 ３人 １２人 ６８３人 

実人員 ４２人 ２人 ３人 １０人 ５７人 

２年度 
延人数 ４１８人 ０人 ５人 １４人 ４３７人 

実人員 ３２人 ０人 ５人 ５人 ４２人 
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須崎市生活支援・総合相談センターほっと 

【目 標】 

住民の多様な生活課題に対応していくために、各種事業を活用しワンストップ窓口としての機能を

充実。多様な課題の中から浮かび上がる、地域課題に対してアプローチを行い、「誰もが住みやす

いまちづくり」を目指します。 

 

【重点目標】 

Ⅰ．総合相談センター相談支援員として、常に相談者の課題に気づける広い視点と、多様な専門 

機関等との支援ネットワークの構築を目指し、課題の見落としが無いことを心がけます。  

また、相談ケースに応じては、当センターのみで完結せず、関係機関との迅速で密な連絡機 

能を充実していきます。 

Ⅱ．相談者の課題が複雑化していく中、職員がより複雑な課題への対応ができるよう、各種研修会 

勉強会へ積極的に参加し、新たな知識・手法を身につけ、センター内で知識・技能を共有しま 

す。 

Ⅲ．相談者が相談先を迷うことなく、的確に相談できる窓口機能の充実を図り、市民の誰もが知る 

 センターを目指した広報活動を実施していきます。 

 

【目標・重点目標】に対する現状と課題 

コロナ禍での活動となり、限られた範囲の中での支援活動となったが、生活福祉資金貸付事 

業を通した新たな相談者とのつながりや、市民の困りごとに対する相談先として今まで以上に周知 

されるとともに、経済的な問題のみならず、障害分野や社会的困窮などの生活問題を抱える相談 

者を早期発見し、支援活動につなげていく役割が拡大できた。 

障害福祉分野においても、個別支援から見えてくる地域の課題を行政と共有、検討することによ 

り「誰もが住みやすいまち」へと働きかけをしていくことができる仕組みづくりに努めた。 

今後、コロナ禍後での生活再建が困難な方々が顕著化することを念頭に、だれもが気軽に相 

談しやすい窓口を目指す。 

 

１．生活困窮者自立支援事業 

（１）自立支援事業（市受託事業）     ◆令和２年度利用者実数 ： １３９件 

相談・支援内容と件数（延べ数） 

 

（２）就労準備支援事業（市受託事業）  ◆令和２年度利用者実数 ： ３件 

相談・支援内容と件数（延べ数） 

 

相談・支援内容 元年度 ２年度 相談・支援内容 元年度 ２年度 

電話相談・連絡 ２５４件 ４２８件 支援調整会議（評価実施） １４件 ４件 

訪問・同行支援 １０２件 １０３件 その他の機関との会議 １２件 ６件 

面談 １２８件 ２２５件 他機関との電話照会・協議 ２５８件 ２４５件 

所内会議 ５件 ８件 その他 ２２件 １８件 

支援調整会議（プラン策定） ８件 ７件 計 ８０３件 １，０４４件 

相談・支援内容 元年度 ２年度 相談・支援内容 元年度 ２年度 

電話相談・連絡 ４件 ９件 支援調整会議（評価実施） １件 ０件 

訪問・同行支援 ８件 ７件 その他の機関との会議 ０件 ０件 

面談 ０件 ３件 他機関との電話照会・協議 ２件 1件 

所内会議 ０件 ０件 その他 ０件 0件 

支援調整会議（プラン策定） ０件 １件 計 １５件 ２１件 
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（３）家計改善支援事業（市受託事業）  ◆令和２年度利用者実数 ： ８件 

相談・支援内容と件数（延べ数） 

 

 

 

２．生活福祉資金貸付事業（高知県社協受託事業）                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

低所得者・高齢者・障害者世帯の生活を経済的に支えるとともに、その在宅福祉及び社会参

加促進を図ることを目的とした貸付制度。 

特別貸付として、コロナ禍のために失業や休業状態となり収入が減少し生活に困窮する方に 

対し、緊急かつ一時的な生活費（緊急小口資金）、生活再建までの一定期間の生活費（総合 

支援資金）の貸付を実施、受付窓口を拡大して相談受付に対応した。 

※総合支援資金利用の場合は、生活困窮者自立支援事業の支援も併用。 

 

◆貸付相談等件数 

 元年度（件） ２年度（件） 

来所 電話 計 来所 電話 計 

生活福祉資金（総合支援資金） 4 2 6 257 515 772 

生活福祉資金（福祉資金・緊急小口資金） 49 85 134 155 360 515 

生活福祉資金（教育支援資金） 2 16 18 0 0 0 

生活福祉資金（不動産担保型生活資金） 0 0 0 0 0 0 

臨時特例つなぎ資金 0 0 0 0 0 0 

その他制度全般相談 20 28 48 4 78 82 

計 75 131 206 416 953 1,369 

 

◆新型コロナウイルス関連資金貸付件数（貸付決定件数） 

 元年度 ２年度 

緊急小口資金 １件 ２００，０００円 １６１件 ２８，９００，０００円 

総合支援資金 ０件 ０円 １６９件 １３０，３２０，０００円 

    ※重複貸付を含む。 

 

◆本年度貸付件数（新型コロナウイルス関連貸付を除く。） 

 元年度 ２年度 

福祉資金 １件 ２００，０００円 ４件 ２０１，０００円 

 

３．日常生活自立支援事業（高知県社協受託事業）    

地域の中で生活する判断能力が不十分な方の福祉サービスの利用援助や日常的金銭 

管理等を通じて相談援助活動に努めた。 

 

 

 

相談・支援内容 元年度 ２年度 相談・支援内容 元年度 ２年度 

電話相談・連絡 ４３件 １０件 支援調整会議（評価実施） １件 １件 

訪問・同行支援 ２２件 ２６件 その他の機関との会議 ０件 １件 

面談 ５８件 ２５件 他機関との電話照会・協議 ３２件 １８件 

所内会議 ０件 ０件 その他 ３件 １件 

支援調整会議（プラン策定） ４件 ５件 計 １６３件 ８７件 



14 

 

 

 ◆契約及び相談等件数 

 年度 認知症高齢 知的障害 精神障害 その他 計 

契約締結 
元年度 ３件 ０件 ６件 ０件 ９件 

２年度 ２件 ０件 ２件 ３件 ７件 

相談援助 
元年度 ３１４件 ４４６件 ４７６件 １４件 １，２５０件 

２年度 ２６２件 ４８０件 ４６９件 ３７件 １，２４８件 

 年度 実利用者数 支援時間数 貸金庫利用者件数 

一般世帯 
元年度 ２９人 ４３７．５時間 ５件 

２年度 ２６人 ４０８．０時間 ３件 

生活保護 
元年度 １７人 ４５２．５時間 ４件 

２年度 １５人 ４４５．０時間 ４件 

 

４．須崎市相談支援事業（市受託事業）               

相談支援専門員を配置し、身体・知的・精神障害者（児）の日常生活上の支援並びに相 

談や交流活動等のサービスを提供することにより、社会復帰及び社会参加の促進に努め、須 

崎市における障害児・者相談支援の総合的展開を図った。 

 

◆相談件数等（延ベ数）                         

相談内容 
件数（件） 

相談内容 
件数（件） 

元年度 ２年度 元年度 ２年度 

福祉サービスの利用に関すること １，５６５ １，９９３ 生活技術に関すること ２４８ ３９１ 

障害や症状の理解に関すること ４７１ ９４３ 就労に関すること １３９ １７５ 

健康・医療に関すること ９９６ １，２３５ 社会参加・余暇に関すること ３２４ ４３３ 

不安の解消・情緒安定に関すること ３６３ ６９４ 権利擁護に関すること ７ ６ 

保育・教育に関すること １０５ １６６ その他 ９３９ ９７６ 

家族関係・人間関係に関すること ３７６ ４４４ 
合  計 ５，９８２ ７，９６８ 

家計・経済に関すること ４４９ ５１２ 

 

◆モニタリング・支援計画作成等件数 

障害者（児） 
総利用者 

件数(人) 

モニタリング 

件数（件） 

支援計画作成 

件数（件） 

障害者 
元年度 ２８９ １８３ １０６ 

２年度 １２３ ２５４ ９４ 

障害児 
元年度 ９３ ５７ ３６ 

２年度 ５０ ８１ ４０ 

 

５．おすそわけソーコ 

地域や企業、家庭で余っている食料品をご寄付いただき、様々な理由で生活に困窮し、 

食べるものにも窮している方に食料品を提供することで、生活基盤を支える活動の一環と 

して実施。主に、缶詰・アルファ米・カップ麺などを備蓄。 
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指定訪問介護事業所の運営 

【目 標】 

利用者が在宅で自立した日常生活を営めるよう、適切なサービス提供に努め「住み慣れた家庭

で自分らしく暮らすことができる生活環境づくり」を目指します。 

 

【重点目標】 

Ⅰ．適切な生活援助と総合的サービスの提供 

 

Ⅱ．衛生管理と職員のスキルアップ 

 

Ⅲ．指定訪問介護事業所の適正経営 

   

【目標・重点目標】に対する現状と課題 

 目標である利用者が在宅生活において、安心して自立した日常生活が送れるように、本人の意 

思を尊重し、利用者一人ひとりのニーズに応じたサービスの提供に努めた。 

 コロナ禍の中での活動となったが感染症対策については、日頃から職員はもとより利用者の日 

常的な衛生管理の徹底にも努めているために、大きな混乱もなく実施できた。 

ここ数年は、介護度が上がった利用者の入院や施設入所の割合が増えていることもあり、まだ 

まだ経営が厳しい現状は続いている。経費削減や自主事業の実施などに努め、経営安定を図

っているが、訪問介護員（登録ヘルパー）の高齢化や人材不足の課題も残る。 

今後においては、地域の保健・医療等の密な連携を図り、効率よく質の高いサービスの提供が 

実現できる体制や仕組みを構築するとともに、安定で効率的な経営状況のもと、住民から信頼さ

れる指定訪問介護事業所を目指す。 

 

１．指定訪問介護事業所及の適正運営  

（１）高齢者訪問介護事業（介護保険事業） 

介護保険法に基づく「指定訪問介護事業所」として須崎市保健、医療、福祉サービス 

事業者との連携を図り、適正な運営体制の確立と要介護者、要支援者に対し常に利用 

者の立場に立ったサービス事業の提供に努めた。 

 

年度 件数（件） 実績(円) 介護報酬(円) 自己負担（円） 

元年度 １，０３６ ２５，５０９，８７５ ２３，２３２，４９９ ２，２７７，３７６ 

２年度 １，０９４ ２４，５８５，５４１ ２２，４４５，５３７ ２，１４０，００４ 

比較増減 ５８ △９２４，３３４ △７８６，９６２ △１３７，３７２ 

 

（２）障害者訪問介護事業（障害者総合支援事業）         

        身体・知的・精神障害者（児）が日常生活を営むことができるよう、「障害者福祉法」に 

基づく居宅介護サービスを適正に提供するとともに、須崎市保健、医療、福祉サービス事 

業者との連携を図り、常に利用者の立場に立ったサービス事業の提供に努めた。 

 

年度 件数（件） 実績(円) 介護報酬(円) 自己負担（円） 

元年度 １４９ １０，１９５，４８０ １０，１７７，６７０ １７，８１０ 

２年度 １７５ １２，１７０，７１０ １２，１２８，０３４ ４２，６７６ 

比較増減 ２６ １，９７５，２３０ １，９５０，３６４ ２４，８６６ 
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（３）移動支援事業（市受託事業）                      

屋外での移動が困難な障害者(児)の方に対し、外出のための支援を行うことにより、 

      地域における自立した生活や社会参加を促すことに務めた。 

 

年度 件数（件） 時間数(Ｈ) 実績(円) 

元年度 ３５ １６４．０ ４９１，７５０ 

２年度 ３５ １９４．７５ ５８０，５５０ 

増 減 ０ ３０．７５ ８８，８００ 

 

（４）須崎市産前産後ヘルパー派遣事業（市受託事業）                     

       妊娠中や出産後の体調変化により、家事や育児がしづらくなる方に、ヘルパーが訪問 

      し家事や育児などの生活の手助けをする事業。須崎市在住の妊娠中（母子健康手帳 

取得後）から子どもが６か月になる前日までの期間、１回２時間５００円の利用料で３２回 

まで利用できる事業。 

 

 

 

 

     

 

 

（５）自費ヘルパー派遣事業（自主事業） 

       介護保険等の対象外の方で、身体介護や家事援助を訪問介護員一人当たり、３０分 

９００円（以降１５分単位）と１回１００円の交通費を自費で利用できる事業。 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 件数（件） 時間(Ｈ) 委託料(円) 自己負担（円） 計(円) 

元年度 ２４ １８０．７５ ２５２，９００ ４５，０００ ２９７，９００ 

２年度 ２３ １４２．５  ２８０，８００ ２６，０００ ３１６，８００ 

増 減 △１ △３８．２５ ５５，８００ △１９，０００ １８，９００ 

年度 件数(件) 時間(Ｈ) 自己負担(円) 交通費(円) 計(円) 

元年度 ６４ ２１１．７５ ３８１，１５０ ２１，６００ ４０２，７５０ 

２年度 ６６ １７１．５０ ３７１，８００ ３８，４００ ４１０，２００ 

増 減 ２ △４０．２５ △９，３５０ １６，８００ ７，４５０ 
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須崎市地域包括支援センター 

【目 標】 

高齢者の「医療」「介護」「生活支援」「介護予防」「すまい」について、包括的及び継続的な支 

援を行う「地域包括ケアシステム」を構築し、高齢者が住み慣れた地域で、人とつながり、地域とつ 

ながり、尊厳をもって自分らしく生活できる、地域共生社会に向けた地域づくりを目指します。 

 

【重点目標】 

Ⅰ．高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止の推進 

Ⅱ．高齢者の尊厳を支える体制の構築 

Ⅲ．生活支援体制の構築 

 

【目標・重点目標】に対する現状と課題 

令和２年度の取組は、上記重点目標を基に、「認知症」「権利擁護」の取組を中心に、それら 

の課題を切り口として、「包括的・継続的ケアマネジメント事業」「在宅医療・介護連携推進事 

業」「地域ケア会議」「指定介護予防支援事業」等について、一体的に取り組み、「認知症支援 

体制」「権利擁護支援体制」を確立することを目的に各事業を展開する予定であったが、コロナ 

禍のため多くの事業が中止となり、関係機関との連携・地域包括支援センターの体制の課題等 

もあり十分な取組が出来なかった。 

 

１．地域包括支援センター事業の運営（市受託事業）        

高齢者の「医療」「介護」「生活支援」「介護予防」「すまい」について包括的及び継続的な支 

援を行う「地域包括ケアシステム」を構築し、高齢者が住み慣れた地域で、人とつながり、地域と 

つながり、尊厳をもって自分らしく生活できる、地域共生社会に向け、地域包括支援センターは、 

地域包括ケアシステムの推進を担う中核機関として、地域住民一人ひとりの個別的なサービス調 

整、地域におけるネットワークの構築・再生等、個人と地域が抱える幅広い生活課題、社会的孤 

立、社会参加の確保等、様々な高齢者の課題解決に応えることのできる、高齢者福祉の”ワン 

ストップサービスの拠点“としての事業運営を図る。 

 

（１）包括的・継続的ケアマネジメント事業 

内 容 備 考 

居宅介護支援事業所連絡会 ３回（９/７・１/２１・３/１８）        ７８人 

居宅介護支援事業所事例検討会 ４回（８/１１・１０/１３・１２/８・２/９）   ４６人 

通所・訪問・居宅介護支援事業連絡会 中止 

 

（２）権利擁護事業 

 

（３）在宅医療・介護連携推進事業 

内 容 備 考 

医療・介護関係者の連携推進 

 ３市町（須崎市・中土佐町・津野町）における、入退院 

連絡実施要領運用状況に関するアンケート調査を実施。 

分析及び介護支援専門員、病院への報告。 

 

内 容 備 考 

市民対象権利擁護啓発 市広報誌にて市民向け権利擁護の啓発を実施。 

事業所向け高齢者虐待防止研修 中止 

事業所向け成年後見制度権利擁護講座 中止 
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   （４）認知症総合支援事業 

内 容 備 考 

認知症初期集中支援推進事業 対象者 ３人 認知症初期集中支援チーム員会議 １０回 

認知症講座 中止 

認知症サポーター養成講座 ２回 ４３人（まちなかサロンサテライト山手町・市役所） 

認知症ケア実務者研修 中止 

 

（５）地域ケア会議 

内 容 備 考 

個別ケア会議 １０回 １０ケース 

 

   （６）ボランティア団体等の育成支援 

内 容 備 考 

傾聴ボランティア養成講座 中止。 

傾聴ボランティア交流会 中止。 

 

（７）介護予防ケアマネジメント業務 

元年度 給付額（円） 
件数

(件) 
２年度 給付額（円） 

件数

（件） 

委託 

新規 14,610 2 

委託 

新規 14,620 2 

継続 81,810 19 継続 94,820 22 

計 96,420 21 計 109,440 24 

包括 

直営 

新規 1,205,350 165 
包括 

直営 

新規 1,264,630 173 

継続 15,175,120 3,525 継続 16,214,220 3,762 

計 16,380,470 3,690 計 17,478,850 3,935 

総 計 16,476,890 3,711 総 計 17,588,290 3,959 

 


